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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：フィジー国 案件名：廃棄物減量化・資源化促進プロジェクト

分野：環境管理（一般廃棄物） 援助形態：技術協力 

所轄部署：JICA地球環境部環境管理第一課 協力金額（評価時点）：3.1億円 

協力期間 （R/D）：2008年10月～2012年3月 先方関係機関：環境局、ラウトカ市、ナンディ町

日本側協力機関：国際航業株式会社、鹿児島県志布

志市 

１－１ 協力の背景と概要 

フィジー共和国（以下、「フィジー国」と記す）を含む大洋州の島嶼国では、国土の狭小性や

伝統的な土地所有制度などの社会的背景から適切な廃棄物処分場の確保が困難な場合が多く、処

分場のほとんどがオープンダンピングである。技術的な管理能力も伴っていない状況で、経済的

に重要な観光・産業資源や、公衆衛生への悪影響が問題となっている。また、都市部における廃

棄物の多種多様化及び量の増大が進み、その適正な処理が喫緊の課題となっている。フィジー国

政府は環境分野の法制度の整備も進めており、2008年6月には、廃棄物減量化を通した廃棄物適

正管理と環境への負荷低減をめざす「国家廃棄物管理戦略・アクションプラン2008-2010」も発

表されている。 

このような背景のもと、フィジー国政府は、ラウトカ市、ナンディ町を対象とした自治体の廃

棄物管理能力向上、ごみの減量化・資源化促進などのソフト面への取り組み、ごみの収集・運搬

コストの軽減と既存処分場の延命化及び衛生埋立への改善を目的とした技術協力プロジェクト

「廃棄物減量化・資源化促進プロジェクト」を要請した。本プロジェクトは、環境局、ラウトカ

市、ナンディ町をカウンターパート（C/P）機関として、2008年10月から2012年3月までの予定で

実施されている。 

 

１－２ 協力内容 

本案件は、フィジー国の特性に合わせた3R（発生抑制、再利用、再生利用/資源化）モデルの

構築を通し、土地・鉱物資源・環境省環境局（Department of Environment：DOE）、ラウトカ市及

びナンディ町における3R推進に係るキャパシティが向上することをめざした技術協力プロジェ

クトである。 

 

（１）上位目標 

フィジー国の西部地域を中心として3Rが進展する。 

 

（２）プロジェクト目標 

フィジー国の特性にあわせた3Rモデルの構築を通して、環境局、ラウトカ市、及びナンデ

ィ町における3Rに係るキャパシティが向上する。 

 

（３）アウトプット 

１）ラウトカ市及びナンディ町における3Rに焦点を当てた固形廃棄物管理計画がそれぞれ作

成される。 

２）3Rパイロット・プロジェクト（3RPP）の実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町が、

適切な廃棄物管理能力を獲得する。 

３）ラウトカ市及びナンディ町全域における3Rの実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町
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が、3R推進能力を獲得する。 

４）3R促進に係る環境教育活動を通じて、ラウトカ市及びナンディ町の住民の意識が向上す

る。 

５）フィジー国の特性に合わせた3Rモデルが構築・提案される。 

 

（４）投入（評価時点）総投入額 3.1億円 

日本側：専門家派遣9名 機材供与0.3億円 

研修員受入れ15名 ローカルコスト負担 0.2億円 

フィジー国側：C/P配置17名 

施設（専門家執務室）   ローカルコスト負担  F$468,921.25 

２．評価調査団の概要 

調査者 総括 深瀬 豊 JICAフィジー事務所 次長 

廃棄物管理 天野 史郎 JICA地球環境部 課題アドバイザー（国際協力専門員）

協力企画/ 

ミニッツ協議

根崎 俊 

 

JICA地球環境部環境管理グループ環境管理第一課 職員

評価分析 間宮 志のぶ 株式会社国際開発アソシエイツ パーマネント・エキスパ

ート 

調査期間 2011年10月31日～11月20日 評価種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

＜アウトプットの達成状況＞ 

本調査において、各アウトプットに設定された指標をもとに達成状況が以下のとおり確認され

た。 

 

（１）アウトプット1 

ラウトカ市及びナンディ町における3Rに焦点を当てた固形廃棄物管理計画が、それぞれ作

成される。 

アウトプット1は“十分に達成された”といえる。 

中間レビュー時点で、廃棄物管理の現状を把握するためにまず現状調査が行われ、その

調査結果の分析をもとに、ごみの流れ図が作成された。さらに、ラウトカ市、ナンディ町に

おける廃棄物管理計画マスタープランのドラフト版は集会やワークショップにおいて、多く

の関係者、住民に紹介されるとともに、彼らのフィードバックを受けて修正され、2010年3

月に承認された（指標1-1）。中間レビュー以降に計画されていた固形廃棄物管理計画の見直

しのための調査の結果、マスタープランの内容を一部改訂する必要があることが判明した。

マスタープラン改訂版は2012年1月に作成された。 

 

（２）アウトプット2 

3RPPの実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町が、適切な廃棄物管理能力を獲得する。

アウトプット2は“十分に達成された”といえる。 

                                                        
 中間レビューは、2010年5月17日から2010年6月6日まで実施した。アウトプット1、2は中間レビュー時点で十分に達成され

た。アウトプット3、4、5は中間レビュー後に本格的に取り組まれた。詳しくは以下のURLを参照ください。 

http：//www2.jica.go.jp/ja/evaluation/pdf/2010_0700658_2_s.pdf 
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中間レビューの時点で以下の指標が達成されている。コミュニティ調査の結果を踏まえて

ラウトカ市ではフィールド40地区、ナンディ町ではマタボリボリ地区が3RPPの実施対象地

域として選定された。3RPP開始前には、住民との合意形成を図るなどの実施体制づくりが

入念に行われ、3RPPの住民への周知、及び連帯意識を醸成しつつ、ラウトカ市、ナンディ

町での3RPP計画が作成された（指標2-1）。ラウトカ最終処分場の一部改善に関しては、現状

調査のあと、パイロット・プロジェクトの目標、基本方針が設定された。施設と運営に関す

る改善計画が作成されるとともに、支援内容（役割分担）が決められ、処分場一部改善パイ

ロット・プロジェクト計画書が策定された（指標2-2）。3RPP実施の過程で、C/Pはコミュニ

ティの住民集会でのプレゼンテーションのスキル、配布資料の作成スキル、住民との対話の

仕方、3Rの概念や3Rの具体的な作業についての住民への指導の仕方などについて多くの学

ぶ機会を得て、個人レベルのキャパシティが強化された（指標2-3）。ラウトカ市のC/Pは処

分場の運営管理に関して新しい技術（トラックスケールの運用と料金徴収のあり方、処分場

の圧縮作業、堰堤をつくることによる整備等）を習得した（指標2-4）。中間レビュー以降は、

商業地区での資源物分別回収パイロット・プロジェクトの実施とラウトカ処分場での実地訓

練が行われた。商業地区でのパイロット・プロジェクトの経験を通して、C/Pは3R推進、処

分場の維持管理に関する知識と経験をさらに積み重ねることができたと同時に、リサイクル

参加率が低迷する局面に対峙した経験は、現状をしっかりと受け止めて試行錯誤しながら対

応策を考える良い機会になったといえる。 

 

（３）アウトプット3 

ラウトカ市及びナンディ町全域における3Rの実施を通じて、ラウトカ市及びナンディ町

が、3R推進能力を獲得する。 

アウトプット3は“十分に達成された”といえる。 

ラウトカ市、ナンディ町ともに2010年9月に3R推進アクションプランを作成し、関係者へ

のセミナーで合意形成をした（指標3-1）あと、2010年10月よりアクションプランにのっと

り、以下のとおり3R普及促進の活動を展開した（指標3-2）。2011年10月までの活動の進捗状

況は以下のとおり。 

１）資源物の分別回収 

ラウトカ市は市全域の37.4％、ナンディ町は町全域の95％に普及拡大した。 

２）野菜ごみ（家庭）のコンポスト化 

ホームコンポストはラウトカ市で174個、ナンディ町で173個がそれぞれ設置された。

３）市場ごみのコンポスト製造 

ラウトカ市では2009年9月から市場ごみを活用したコンポスト製造を開始し、1日当たり

0.54トンのコンポストを製造し、一部販売も行った。ナンディ町は2011年7月から開始し、

1日当たり1.05トンの市場ごみをコンポスト製造に活用している。 

４）剪定ごみの回収とチップ化 

プロジェクトで投入したシュレッダーで公園の剪定ごみをチップ化し、公園の植林のマ

ルチング材として活用している。一部燃料としても売却した。 

５）クリーンスクールプログラム 

ナンディ町役場（NTC）に配属された海外青年協力隊（JOCV）によって開始された活

動であるが、教育省の協力を得て活発に行われるようになった。ナンディ町だけでなくラ

ウトカ市でも導入され、ラウトカ市役所（LCC）、NTCのC/Pが積極的にプログラムの活動

を推進している。 

3R推進活動を通して得られた教訓を踏まえ、アクションプランが改訂された（指標3-3）。

3Rの活動を数値データに沿ってモニタリングしていく作業を通してデータ分析能力が培
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われたこと、データの変化をモニタリングしながら具体的な対策を検討していくことがで

きるようになったことなど、LCC及びNTCのC/Pが3R普及拡大においてこれまでの知識と

経験を活用して、応用力を習得したことが確認された（指標3-4）。 

 

（４）アウトプット4 

3R促進に係る環境教育活動を通じて、ラウトカ市及びナンディ町の住民の意識が向上す

る。 

各指標の達成状況から、アウトプット4は“部分的に達成された”といえる。 

アウトプット1、2、3での取り組みの結果、3R推進の対象地域が拡大された。資源物分別

回収の参加については、商業地区での参加が少ないこと、住宅地域での参加率が下降傾向に

あることから、2011年11月時点での資源物分別回収への参加率はラウトカ市で8.8％、ナン

ディ町で15.6％であり、計画値の30％を大きく下回った（指標4-1）。これは、資源物分別回

収への参加率は、対象地区に配布された袋の全数のうち回収日に回収された袋の数の割合で

算出しており、家庭によっては資源物を一定程度ためておき、1カ月に1回だけ回収に出して

いる場合もあることに起因する。資源物分別回収参加率算出の方法については、今後検討が

必要である。ホームコンポストについては、ラウトカ市とナンディ町では2011年11月時点で、

総計174個、173個がそれぞれに設置されていた。これらの数値結果はアクションプランの計

画値（ラウトカ市が380個、ナンディ町が386個）には達していない（指標4-2）。この背景に

は、ホームコンポストの利点、重要性について必ずしも住民に十分理解されていないことが

考えられるため、助成金制度は継続しつつ、ホームコンポストの重要性が認識されるよう啓

発活動を強化していくことになった。2010年6月に開始された資源物分別回収の拡大に合わ

せて、各種教育教材が改訂された。また、他の自治体への普及を目的にホームコンポストや

資源物分別回収について、本プロジェクトでの活動状況のビデオが作成され、セミナーなど

の機会に配布された。啓発活動、環境教育活動に活用するために、ニュースレター、リサイ

クルポスター、リーフレット、カレンダー、ステッカー、ホームコンポスト助成金宣伝ポス

ター、市場ごみポスター、剪定ごみチップ化ポスターなど多くの啓発用資料が作成された。

また、臨時雇用した3R推進員を動員して拡大対象地区の住民を戸別訪問し、意識向上を図る、

あるいは数多くの住民集会、ワークショップ、キャンペーンなどを実施し、啓発活動には多

くのエネルギーが費やされた（指標4-3）。 

 

（５）アウトプット5 

フィジー国の特性に合わせた3Rモデルが構築・提案される。 

アウトプット5は“十分に達成された”といえる。 

LCC、NTC及び環境局のこれまでの活動の結果を踏まえ、2010年10月にフィジー国の3R

推進の基本方針となる3Rガイドライン（案）が取りまとめられた。さらに、ガイドラインを

実現するための実務書として3R推進マニュアル（案）が作成された（指標5-1）。その後、全

国自治体の廃棄物処理担当者を招いた3Rセミナーを行い、2011年11月に最終化された。 

 

＜プロジェクト目標の達成見込み＞ 

フィジー国の特性にあわせた3Rモデルの構築を通して、環境局、ラウトカ市、及びナンディ町

における3Rに係るキャパシティが向上する。 

プロジェクト目標を検証するリサイクル率（指標1）はラウトカ市の場合、2011年10月の実績

値は10.3％で計画値を下回ったが、同ナンディ町は18.3％で計画値をわずかだが上回った。ラウ

トカ市については、資源物分別回収の量、剪定ごみの量が予測より少なかったことが2011年での

計画値を下回った要因と考えられる。指標2の廃棄処分率の減少幅については、ラウトカ市が現
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時点で7.8％であり、2012年の計画値4.4％をすでに達成した。ナンディ町についても38.7％であ

り、2012年の計画値17.7％をすでに達成した。指標3については、環境局はフィジー国の半分以

上の都市を対象に廃棄物収集サービスに関するガイドライン、マニュアル説明のためのセミナー

を2011年2月と11月の2回実施し、全国の自治体の廃棄物管理の関係者への3Rの推進が促進されて

いる。以上の結果から、プロジェクト目標は終了時評価の時点ですでに達成されているといえる。

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は大変高い。 

フィジー国政府は、2006年に“Strategic Development Plan 2007-2011”で、持続性のある廃棄

物管理に関する方針を取り入れた。その後、2011年9月に国家廃棄物管理戦略・行動計画

“National Solid Waste Management Strategy & Action Plans 2011-2014（NSWMS）“が承認され、

廃棄物減量化による廃棄物適正管理と環境への負荷低減をめざすために、3Rは重要な手段の

ひとつとして位置づけられた。また大洋州での廃棄物管理政策である大洋州地域廃棄物管理

戦略（2010-2015）においても、ごみの減量化、資源化を重点分野に掲げている。わが国の

対フィジー国への事業展開計画の中で、本プロジェクトは環境保全分野における「島嶼にお

ける循環型社会形成支援プログラム」のコンポーネントのひとつとして位置づけられてい

る。 

廃棄物管理業務を担うのは地方自治体であり、地方自治体のキャパシティの強化を焦点に

3Rを導入したことは、地域、社会のニーズに合致している。複数の自治体を実施機関として

選定し、双方の行政組織が建設的な競争をしながらも、活動成果を共有しつつ、学びあいな

がらともに協力して問題に取り組む体制をつくることができた。今後の普及拡大について

は、環境局を中心として保健省、教育省や農林開発省等とも連携して進めていくことが重要

となるであろう。 

日本の技術の優位性という点では、行政組織による3R推進について、マネジメントの観点

を踏まえて、日本の特徴的な技術はフィジー国側のニーズに適合していたといえる。またリ

ソースの有効活用という点では、特に鹿児島県志布志市の事例を適用したことは大変的確で

あった。焼却炉をもっていないこと、都市の規模も近似しており、特に高度な技術を導入し

たというわけではなく、自治体職員が住民の説得に積極的に活動し、また住民自身がリサイ

クルの重要性を認識して自発的に行動して、驚異的なリサイクル率を達成している志布志市

の自治体職員はフィジー国のC/Pにとって最良のロールモデルとなったといえる。 

 

（２）有効性 

本プロジェクトの有効性は高い。 

プロジェクト目標はすでに達成されている。本プロジェクトの有効性を高めた要因とし

て、①一連の活動の実施を通して体系的な廃棄物管理の方法が体得できる仕組みと②定量的

データによる定期的なモニタリングがあげられる。特に、定量的データによる定期的な現状

把握の経験が、彼らの課題対処能力に貢献していることが確認された。 

本プロジェクトはアウトプット1で現状調査の結果から得られた情報をもとに、廃棄物管

理計画（マスタープラン）を策定して廃棄物管理の枠組みの理論と方法論を示し、それと同

時にアウトプット4では3R実践のノウハウの教材を作成し、啓発活動を実施した。これらの

ことをアウトプット2のパイロット・プロジェクトの実践で試行錯誤し、アウトプット3では

最終的にラオトカ市、ナンディ町に最も適合する効果的な3R推進のアクションプランを確定

するとともに、パイロット対象地域外への普及拡大を展開した。さらに、アウトプット1～4

の成果を踏まえ、包括的な視点からフィジー国全域に活用可能な3Rの指針を3Rガイドライ
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ン（案）として取りまとめると同時に、実務書として3R推進マニュアルを作成した。各アウ

トプットは時系列の観点からも効果的に組み合わさり、最終的には3R推進のLCC、NTC、環

境局のキャパシティの向上が図られ、その結果が、リサイクル率、廃棄処分率に反映すると

いう論理構成は明確である。 

 

（３）効率性 

本プロジェクトの効率性も高い。 

日本側の投入は専門家派遣、研修員受入れ、機材供与、ローカルコスト負担ともに計画通

りであった。フィジー国側の投入はLCC及びNTCともに組織の上層部の人事交替があった

が、プロジェクト活動への大きな影響はなかった。環境局では活動の中心的存在であった人

員が退職したこともあり、環境局がイニシアティブをもって活動を推進していく人員体制は

満たされていないとの指摘があった。LCCとNTCが連携したプロジェクト運営管理体制は大

変効果的で週例会議での意見交換、メール等でのコミュニケーションが効果的になされてい

るといえる。一方で、環境局との連携を踏まえた活動の運営体制には依然として課題があっ

たことが指摘された。LCCからの維持管理費拠出が遅れたことで、ラウトカ最終処分場の維

持管理が適切に行われなかったことが確認された。処分場運営で得られた歳入は、処分場維

持管理に特化して活用するなどの対応が必要である。また、環境局では西部地域事務所に人

員1名が配置されたが、これまで本プロジェクト活動の中心的存在であった人員が退職した

こともあり、環境局がイニシアティブをもって活動を推進していく人員体制は満たされてい

なかった。 

JOCV、NGO及び国際労働機関（International Labour Organization：ILO）等の外部リソース

の活動と効果的に連携したことで、本プロジェクトの効率性の向上が図られた。 

 

（４）インパクト 

上位目標「フィジー国の西部地域を中心として、3Rが進展する」を達成する見込みは十分

ある。また本プロジェクト実施によって多くのプラスのインパクトが発現していることが確

認された。 

＜政策面＞ 

・2011年9月に策定された“NSWMS 2011-2014”は3Rに関する部分は2011年2月にプロジ

ェクトがドラフト版として提示した3Rガイドライン（案）、3R推進マニュアル（案）を

参照して作成された。 

・LCCのC/Pが中心となって3RのDecree（案）を作成し、環境局に提出した。今後の手続

きが順調に行われれば、約1年後には正式に施行される見込みである。 

 

＜技術面＞ 

・3R導入への関心が高まり、具体的な技術習得に向けて、LCCやNTCには他の自治体から

の視察、研修指導依頼が多くくるようになった。 

・本プロジェクトで作成した3R推進マニュアルは体系的な廃棄物管理の視点を踏まえた

作業の段取りについての理解を促進し、実用的でわかりやすいと評判であり、保健省、

地方自治局、国家計画局、各地方自治体の首長及び廃棄物管理担当者等、廃棄物管理分

野の関係者間で広く活用されつつある。 

 

＜経済面＞ 

・NTCでは、市場ごみのコンポスト製造を開始したことで、処分場へのトラック輸送の回

数が激減し、経費節減の見込みが明確になったことでより一層3Rを推進していこうとい
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う認識が高まっている。 

 

＜社会・文化面＞ 

・これまで地域で一番汚かった道路（フィールド40地区内）が最も綺麗な道路になったと

の指摘があり、3R導入によって住宅環境が綺麗になり環境の美化への関心が高まった。

・学校教育の現場では、3Rは分野横断的な題材（例えば、数学、理科、倫理等）として教

育指導のツールとしても活用されている。 

現時点では本プロジェクトによるマイナスのインパクトは確認されていない。 

 

（５）持続性 

環境局と地方自治体のイニシアティブでこれまでの努力が継続されれば、持続性が確保さ

れる見込みは高い。 

＜政策面＞ 

フィジー国政府の3R推進に係る政策支援は協力終了後も継続される見込みは高い。廃棄

物管理分野の国レベルの政策である“NSWMS 2011-2014”が2011年9月に承認され、地方

自治省から各自治体に対して公共サービスとして3R導入が奨励されている。本プロジェク

トのC/Pによってドラフトが作成された3RのDecreeが制定される見込みも高い。このよう

に、廃棄物分野の関連規制法制度は整備されつつあるといえる。 

 

＜組織面＞ 

国レベルの政策としての3R推進を管轄していくのは環境局である。環境分野が重要視さ

れる中組織体制の増強が必須となっており、すでに西部及び北部の地域事務所にそれぞれ

2名が増員される予定である。LCC、NTCはともに本プロジェクトを通して人員強化が図

られたが、自治体内及び他の自治体への3R普及拡大を通してさらに強化される見込みであ

る。今後の3R普及拡大を推進していくためには環境局が中心となり、地方自治局や保健省、

教育省等の省庁の協力を取り込んで、連携協力体制を強化していく必要があるだろう。

 

＜財政面＞ 

3Rに対する政策が強化されるなかで、財政面の持続性が確保される見込みはあるといえ

る。LCCやNTCでは、市場ごみのコンポスト製造や、廃棄処分料の徴収等から歳入を確保

し、いろいろな創意工夫を行って資金を捻出する努力をし、必要な予算が確保される見通

しがある。一方で、処分場の維持管理費の拠出が遅延したことで処分場の管理が一時停滞

した。円滑な処分場運営を維持していくためには、処分場運営による歳入を経常経費とし

て確保するなどの対応が必須である。 

 

＜技術面＞ 

本プロジェクトによって導入された3R推進に係る技術は、フィジー国の現状に適してお

り、定着の見込みは大いにある。さらに、本プロジェクトで作成した3R推進マニュアルは

実用的でわかりやすいと評判であり、3Rを導入した他の自治体や保健省などで活用されて

いる。本プロジェクトによって訓練されたC/Pが継続して勤務し、習得した知識やスキル

を維持する努力を続けていけば技術面での持続性は確保されるだろう。 

 

＜社会面＞ 

3R推進には人々の行動変容が必要である。生活習慣を変えることは時間がかかるもので

あり、住民の生活習慣の変化を支えるサポート体制が必要である。コミュニティの住民間
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の相互モニタリングや意見交換、情報共有の場としてコミュニティが独自に設置したコミ

ッティなどを継続して支援していく必要がある。 

 

＜その他＞ 

飲料水容器デポジット規制（Environment Management（Container Deposit）Regulation 2011）

が、2012年1月から施行される予定である。本制度は飲料水容器を換金によって回収する

方法で住民自身による飲料水容器のリサイクルを推進するもので、この規制の施行によっ

て、LCCやNTCによる資源物分別回収での負担が軽減されることが期待される。本規制が

現在の廃棄物減量化の流れに効果的に連動して施行されるためには、本規制の実施が周到

に準備され住民にわかりやすく周知される必要があるだろう。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

１）廃棄物管理の包括的アプローチ 

廃棄物管理計画を策定して廃棄物管理の枠組みを把握し、パイロット・プロジェクトの

実践を通して試行錯誤したあとに、パイロット対象地域外への普及拡大を展開するという

包括的なアプローチは、C/Pの課題対処能力向上を促進したため、大変効果的であった。

２）ターゲットグループ選定の適切性 

複数の自治体をプロジェクトC/P機関として選定したことは、それぞれが独自の強みと

特性を持ち合わせており、建設的な競争を通して相互に協力して活動を進めていく過程で

廃棄物管理だけでなく、他の分野においても効果的な情報共有と相互協力がなされたため

効果的であった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

１）3R推進に対するC/Pの強いコミットメントと政策レベルのバックアップ 

各C/Pの3R推進に対する強固なコミットメントが、自治体上層部の支援とあいまってプ

ロジェクト活動が効果的に推進された。 

２）3R推進に係るコミュニティのイニシアティブ 

LCCやNTC及び関連のコミュニティで多くの集会が継続して実施されたが、パイロッ

ト・プロジェクトの段階で構成された3R推進コミッティ等の住民自身のイニシアティブが

3R推進をさらに強化した。 

３）オーナーシップ醸成とキャパシティ強化への効果的取り組み 

プロジェクト活動の進捗モニタリングを目的とした週例会というメカニズムは2つの自

治体の相互理解や友好関係の強化に効果的であっただけでなく、プロジェクトのオーナー

シップ醸成に役立った。プログレスレポート（PR/R）作成も日本人専門家に頼ることな

くC/P自身が手掛け、そのような責任感はプロジェクト活動の実施におけるオーナーシッ

プ醸成に役立ったといえる。さらに、週例会での活動報告やレポート作成は、C/Pの文書

作成能力、プレゼンテーションスキルの向上等のキャパシティ強化にも効果的であった。

４）試行錯誤の環境設定 

リサイクル参加率が低迷するなどの困難な局面はC/Pが試行錯誤できる鍛錬の場とな

り、新たな対応策を生み出す土壌ともなった。 

５）住民との継続的な対話の実施 

3R促進には多くの関係者の理解と行動が求められる。関係機関とともに住民との対話を

つづける姿勢をとることの有効性が示された。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

自治体からの処分場運営維持管理費が適時に拠出されなかったため、処分場運営に関する

活動ができずに、処分場運営が一時停滞する事態に陥った。 

 

３－５ 結 論 

本調査によって得られた結果を踏まえて、終了時評価ではプロジェクト目標は十分に達成され

たと判断された。本プロジェクトの成功はC/PとJICA専門家の強固なコミットメントと関心が3R

推進に向けて効果的に融合した結果であり、相互の信頼関係がJICA専門家、環境局やラウトカ市、

ナンディ町のC/P、地域住民や民間セクターと構築されており、地方行政レベルで3R活動を持続

するためには不可欠なものである。5項目評価の観点からは、妥当性、有効性、効率性はとても

高く、大きなインパクトの発現も期待できる。一方で、持続性については、環境局と地方自治体

のイニシアティブでフィジー国側の努力が継続されれば確保される見込みはある。よって本プロ

ジェクトは当初計画通り終了することが妥当である。本プロジェクト実施による効果は、プロジ

ェクト終了後は、技術協力「大洋州廃棄物管理改善支援プロジェクト（J-PRISM）」や草の根技

術協力（志布志モデルの推進）によって引き継がれていくことになる。 

 

３－６ 提 言 

（１）環境局は、本プロジェクト成果を反映させたWaste Disposal and Recycle Decreeを速やかに

施行することが望ましい。 

 

（２）ラウトカの処分場では資金不足のため運営が滞ったこともあり、LCCは時機を得た適切な

予算執行を行うことが望ましい。 

 

（３）策定したマスタープランの確実な実施がなされるようLCC及びNTCでは、役場の政策決定

者による財政的支援や政策面でのバックアップ、そして中央の環境局、地方行政局等からの

技術的、政策的支援が必要である。 

 

（４）LCCとNTCは合同週例会議を通じた良い事業監理を継続し、3R推進のためにLCC、NTC、

環境局が中心となって、他の西部地域の役場を取り込んでいく必要がある。 

 

（５）国家レベルの3R促進に係る調整・監理機関としての省庁横断的作業グループの役割強化が

必要である。 

 

３－７ 教 訓 

（１）本プロジェクトで実施した国別研修では、鹿児島県志布志市における3R推進の取り組みを

学んだ。志布志市廃棄物管理担当部局は住民との対話を継続的に7年間にわたって行い、よ

うやく住民の主体的なごみの分別、ごみ発生の減量の活動が定着した。その結果、最終処分

場の寿命が当初計画と比して50年も延長することができるようになった。また、志布志市で

は運転・維持管理費が嵩む焼却炉の利用はしておらず、この点もフィジー国の実情にあった
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ものであった。C/Pは志布志市の取り組みがフィジー国においても十分活用できるものであ

ると認識した。3Rはフィジー国にとって新しいコンセプトであり、具体的な目標を立てるこ

とが困難であったが、志布志市を目標にしながら、その後のプロジェクト活動に取り組むこ

とができた。このように具体的に目標となる事例を提示し、またC/Pの求める技術レベルに

適合した内容の国別研修の効果的な活用は、他案件にも参考になる。 

 

（２）ごみの分別作業や、決まった日時に決まった収集場所へごみを運ぶといった行動を求める

ため、3R推進には、住民をはじめ多くの関係者の理解と行動が求められる。本プロジェクト

では、住民と対話を続けるうちに、コミュニティ側から3R推進委員会の設置が提案され、運

営された。同委員会はコミュニティにおける住民間の相互モニタリングや意見交換、情報共

有の場として機能した。このように行政官であるC/Pが根気強く継続的に住民と対話を続け

る姿勢を示すことは有益であった。 

 

（３）本プロジェクトでは3R活動の進捗状況を定量的データを活用して検証することで、3R推

進活動が経済的価値と結び付けて理解されるようになったことは、公的資金を活用する行政

の立場にあるC/Pにとって有益なことであったといえる。定量的データによる定期的な現状

把握の経験がC/Pの課題対処能力に貢献していることが確認された。 

 

（４）本プロジェクトは対象地域が2つの地方都市であった。両市の関係者は、プロジェクト開

始以前には廃棄物管理に関して特段交流することはなかった。しかしながら、前述（１）の

とおり、3R推進に関して共通の目標ができたあとは、本プロジェクトではプロジェクト活動

の進捗モニタリングを目的として、異なる地域のC/P同士が合同週例会議を継続的に開催し

た。このメカニズムは2つの自治体の相互理解や友好関係の強化に効果的であっただけでな

く、プロジェクトのオーナーシップ醸成に役立った。プロジェクト事業進捗報告書の執筆、

合同調整委員会（JCC）での会議資料の作成、会議の準備、進行などC/Pが主体的に行うよ

うになった。また、PR/R作成もC/P自身が手掛け、C/Pの責任感や主体者意識の醸成に役立

ったといえる。さらに、週例会議での活動報告やレポート作成はC/Pの文書作成能力、プレ

ゼンテーションスキルの向上等の技術的キャパシティ強化にも効果的であった。このよう

に、C/Pが複数機関ある場合、お互いが共通の目標をもったうえで、C/Pが互いに切磋琢磨し、

主体性を育成・強化する仕組みとして合同週例会議等による事業運営・監理はとても有益で

ある。 

 

 




